










要約:障害児や境界児およびその家族への地域における保健・医療・福祉・教育等の包括

的支援体制のあり方について検討した。本年(平成 7年)度は、とくに人口 5万人以下の小

さな市町村単位における種々の支援や母子保健対人サービスの面について、全国 47 都道

府県から無作為抽出した小市町村を対象にアンケート方式郵送調査を実施した。異常児・

境界児に対する追跡支援の重要性については各市町村およびそれら市町村を管轄する保健

所が指摘し強い関心を示し、追跡支援システム・フォローアップシステムを作り実施して

いるところは 80-90%と高かった。しかし、明らかに障害を有し療育・医療の必要な児に

対する療育機関・医療機関が極めて遠くにあったりしたり、さらに地域における保健・福

祉・保育・相談・家族支援といった支援や対人サービスを実施する場や人的資源の確保あ

るいは経済的問題(予算)などの面において問題点や不安な要素が大きいと思われた。異常

児・境界児の追跡支援は、保健所が主体となるか、市町村が主体となるかという点につい

ては保健所への依存度が強い傾向にあり、保健所機能のあり方が模索されている状況にあ

ると推定された。これらの調査結果を基にして、異常児・境界児およびその家族に対する

人口 5万人以下の小市町村における保健・医療・福祉・教育(保育)等への包括的支援体制

のあり方について考察・提言を試みた。


